
 

1 

労組周辺動向 No. 225 

Labour Update 

2025 - 08 - 29 

1. 法・政策 

  

(1) 「令和６年労働争議統計調査の概況」 2025年8月20日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r06-08.pdf 

  

(2) 同性カップルの住民票で「夫・妻（未届）」表記 東京都品川区が10月から 

  

東京都品川区は10月1日から、同性カップルの住民票の「続柄」欄を、異性間の事実婚と同じ

「夫・妻（未届）」と表記できるようにする。昨年末、都内10区長で政府に要望していたが、進展

がないことから独自に導入することにしたという。 

品川区は2024年4月、「ジェンダー平等と性の多様性を尊重し合う社会を実現するための条例」を

施行。12月には10区長で政府に対し、社会保障制度の改正や、住民票の「続柄」欄に新たな表記

を設定することなどを求めた。しかし、半年以上経っても政府に動きがないことから、区独自で運

用を始めることにした。政府の動きを促す狙いもあるという。 

また、品川区は災害時に遺族らへ支給する災害弔慰金について、同性パートナーにも支給できるよ

うにする。10月1日に「品川区パートナーシップ弔慰金の支給に関する要綱」を制定する予定で、

都のパートナーシップ宣誓をしていることを条件とする。「災害弔慰金の支給等に関する法律」で

定める遺族の中に、受給する人がいない場合、同性パートナーが受給できるという。 

  

  

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r06-08.pdf
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2. 法違反・闘い 

  

(1) エア・カナダ、客室乗務員のスト始まる 数百便が欠航 

  

カナダ航空大手のエア・カナダで８月１６日、客室乗務員によるストライキが始まった。労働組合

がソーシャルメディアに投稿した。 

組合は、飛行中以外の地上業務に当たるときも客室乗務員に賃金を支払うよう求めていた。会社側

が提示したのは時給の半分だったという。 

組合側が通告していたスト開始の期限８月１６日を控え、エア・カナダは徐々に運航便を減らして

いた。８月１５日までに５００便が欠航、同日だけで約１０万人に影響が出ると予測されていた。 

エア・カナダは４年間で客室乗務員の総報酬を３８％引き上げ、初年度は２５％の引き上げを提示

していた。組合側は不十分と主張していた。 

  

(2) 教員同士で年収に“4倍”格差…都内進学校の非常勤講師が差額分求め学校を提訴 東京地裁 

  

都内の進学校に勤務する非常勤講師3人が、専任教員と同様の職務を行いながら待遇に著しい差が

あるのは民法709条の「不法行為」を構成するとして、2013年4月から今年3月までの差額賃金合

計およそ1億2600万円の支払いを求め8月19日、東京地裁に提訴した。 

原告の3人が勤務するのは中高一貫の私立の進学校で、「学校法人桜丘」が設置・運営する桜丘中

学校・桜丘高等学校（東京都北区）。 

原告のA氏（2017年4月入職）とB氏（2013年4月入職）は社会科を、C氏（2013年4月入職）は理

科を中学と高校で受け持ち、いずれも「コマ給」と呼ばれる給与形態（1コマ＝1回の授業＝単価×

1週間の授業数×4週）で勤務している。 

3人は、1年ごとの有期労働契約だったが、2022年8月に労働組合を結成。無期転換権（※）を行使

して2023年4月、無期労働契約を学校側と結んだ。 

A氏と同年齢の専任教員を比べたところ、A氏の約250万円の年収に対し、専任教員はその4倍の約

1000万円を得ていた。基本給の格差に加え、勤続手当や家族手当など各種手当が手厚く付けられ

ていた。 

待遇の著しい格差の一方、職務内容は専任教員と非常勤講師でそう大差はないという。 

非常勤講師もコマ単位の授業のほかに、授業で用いる教材の作成、3か月ごとの定期試験と日々の

小テストの作成・採点、さらには生徒指導など、「授業時間以外にも多岐にわたって職務を行う」

（A氏）。 

専任教員はクラスの担任を務めるが、非常勤講師も副担任に就き担任をサポートすることがあると

いう。また、部活動の顧問を任されることもあり、A氏も一時期、剣道部の顧問を務めていた。 

の処遇について、学校側は過去から現在まで、各時期に適用される法律に違反していると主張す

る。 

  

  

3. 情勢・統計 

  

(1) 日本で働く「29人に1人」が外国人 割合急増、産業維持へ不可欠 

  

総務省と厚生労働省の統計から、日本で働く労働者のうち外国人の割合を算出したところ、リーマ

ン・ショック後の2009年は「112人に1人」だったが、2024年には「29人に1人」に高まった。小

学校にあてはめれば、4クラスに1人から、1クラスに1人の割合となった。人口減と高齢化で、15

～64歳の生産年齢人口が減る中、外国人の割合が急速に高まっている。 
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参院選で外国人問題が争点の一部となる中、三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの加藤真研究員

の協力を得て、総務省の「労働力調査」と厚生労働省の「外国人雇用状況の届出状況」から、外国

人の割合を算出した。全就業者6781万人のうち、外国人は230万2587人で、「29人に1人」の割

合となった。 

都道府県別では、東京都の「14人に1人」が最も高く、愛知県と群馬県の「18人に1人」が続い

た。 

2009年との比較では地方の伸び率の高さが目立ち、沖縄県は8.1倍、鹿児島県は7.8倍、北海道は

7.0倍だった。 

産業別では、食料品製造業の「7人に1人」が最も高い。人手不足が深刻とされる宿泊業では「14

人に1人」、飲食業では「13人に1人」。一次産業の農業は「30人に1人」、漁業は「19人に1人」

だった。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、生産年齢人口は、2025年の7310万人から40年に

6213万人、2070年には4535万人まで激減する見通し。現状の生産活動を維持するには、日本人労

働者だけでは賄えない状況だ。 

政府は2024年3月、一定の知識や技術が必要な「特定技能」の受け入れ枠について、2024年度か

ら5年間の上限を、これまでの2.4倍にあたる82万人に拡大することを決定。対象分野に、自動車運

送業や鉄道など4分野も追加し、計16分野に広げた。 

また、途上国への技術移転による国際貢献を目的としていた「技能実習」制度を廃止し、2027年4

月から人材の育成と確保を目指す「育成就労」制度を始める。在留期間は原則3年だが、在留期間

の上限が5年の特定技能1号や、家族を帯同でき、永住も視野に入れた特定技能2号へと段階的に移

行できるよう一体的な運用をめざしている。 

  

(2) 7月の消費者物価指数 3.1％上昇 8か月連続で3％台に 

  

家庭で消費するモノやサービスの値動きをみる先月・7月の消費者物価指数は天候による変動が大

きい生鮮食品を除いた指数が去年の同じ月より3.1％上昇した。上昇率は8か月連続で3％台と、高

い水準が続いている。 

総務省によると、先月の消費者物価指数は天候による変動が大きい生鮮食品を除いた指数が2020

年の平均を100として111.6となり、去年の同じ月より3.1％上昇した。 

燃料価格の下落によってエネルギーが1年4か月ぶりに値下がりに転じたことなどから、上昇率は前

の月から0.2ポイント縮小したが、8か月連続の3％台となっている。 

主な要因は食料品の値上がりで、「生鮮食品を除く食料」は8.3％上昇した。 

このうち「米類」は90.7％の上昇と、前の月から9.5ポイント縮小したものの、引き続き高い水準

となっている。調査はコシヒカリといった銘柄米が対象で、備蓄米は含まれない。 

このほか、「チョコレート」が51％、「コーヒー豆」が44.4％、「おにぎり」が18.9％、「鶏

卵」が15.8％、「鶏肉」が9.3％などとなっている。 

また、携帯大手の間で料金を値上げする動きが出ていることから、「通信料」が11.8％上昇した。 

食料品のなかでも日々の食卓に並ぶことが多い鶏肉や卵の価格は前の年を上回る水準が続いてい

る。 

横浜市内のスーパーマーケットでは、国産の鶏のもも肉が100グラムあたり139円で販売されてい

て、前の年の同じ時期に比べておよそ20円高くなっている。 

農林水産省によると、物価高の影響で牛肉や豚肉の価格が上昇してきたことから、比較的割安な鶏

肉の需要が高まっていて、このところ値上がりする傾向にあるという。 

この店では、例年、夏の暑い時期は鍋物などの需要が減ることから、鶏肉の価格は下がる傾向にあ

るが、ことしは高止まりしているという。 

また、卵の価格もLLサイズの10個入りで税込み409円と、前の年の同じ時期に比べて50円ほど高く
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なっている。 

買い物に来た50代の女性は「去年よりかなり値段が高くなっていて、切り詰められるところがなく

家計が大変だ。むだを出さないよう少ない量を買って使い切るようにしている」と話していた。 

こうしたなか店では切り分ける過程で発生した不ぞろいな肉を販売したり、1パックあたりの卵の

個数を減らしたりして販売価格を抑える工夫も行っているという。 

  

「2020年基準消費者物価指数 全国 2025年(令和７年)７月分」 2025年8月22日 総務省 

  

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf 
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